	経営革新計画概要書

	
	作成年月日
	令和　年　月　日

	企業名
	
	電話/FAX
	電話：
FAX：

	所在地
	
	Mail
	

	代表者名
	
	創業
	M・T・S・H・R　　年　　月

	従業員数
	　　　　　　　　　人
	資本金
	　　　　　　　　 千円

	業種
	
	主要製品名等
	

	計画の概要
	新事業活動

の類型
	(1) 新商品の開発又は生産

(2) 新役務の開発又は提供

(3) 商品の新たな生産又は販売の方式の導入

(4) 役務の新たな提供の方式の導入その他の新たな事業活動
(5) 技術に関する研究開発及びその成果の利用
(6) その他の新たな事業活動

	
	計画のテーマ
	

	
	計画の目標
	

	
	計画期間又は事業期間：　　年　月　～　　年　月（　　　年間）

	
	研究開発期間：　　年　月　～　　年　月
	事業期間：　　　年　月　～　　　年　月

	
	計画の内容

及び既存事業との相違点
	

	
	具体的目標
	項　　目
	現　　　状
	　　年　後
	備　　考

	
	
	売上高
	千円
	千円
	

	
	
	経常利益
	千円
	千円
	営業利益－営業外費用

	
	
	付加価値額
	千円
	千円
	営業利益 ＋ 人件費

＋ 減価償却費

	
	
	従業員数
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	

	
	
	従業員１人当り

付加価値額
	千円
	千円
	付加価値額／従業員数

	
	
	給与支給総額
	千円
	千円
	給料＋賃金＋賞与＋各種手当

	
	
	付加価値額目標伸び率
	　　　　　 　％
	

	
	
	１人当りの付加価値額目標伸び率
	　　　　　 　％
	

	
	
	給与支給総額の伸び率
	　　　　　　 ％
	

	希望する支援策
	①助成金制度　②高度化融資制度　③㈱日本政策金融公庫融資制度

④信用保証法の特例　⑤投資育成(株)の特例　⑥食品等流通合理化促進機構による債務保証　⑦販路開拓コーディネート事業　⑧その他

	備　考
	


